
1/11 

○須賀川市一般競争入札実施要綱 

平成19年４月１日制定 

改正 

平成19年８月１日 

平成21年３月31日 

平成22年６月28日 

平成23年４月28日 

平成25年11月15日 

平成29年４月１日 

平成31年４月１日施行 

令和２年４月１日施行 

令和５年９月１日施行 

令和８年４月１日施行 

須賀川市一般競争入札実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市が発注する建設工事の請負契約（建設業法（昭和24年法律第100号。

以下「法」という。）第24条に規定する契約を含む。）に係る入札のうち、地方自治法施行

令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という。）第167条の５の２の規定による資格を

定めて行う一般競争入札（以下「制限付一般競争入札」という。）の実施に関し、施行令及

び須賀川市契約規則（平成29年須賀川市規則第22号。以下「規則」という。）に定めのある

もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（対象工事） 

第２条 制限付一般競争入札の対象となる建設工事（以下「対象工事」という。）は、１件あ

たりの設計金額が10,000千円以上のものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場

合は対象としない。 

(１) 特殊な技術を必要とする工事 

(２) 緊急を要する工事 

(３) 早期発注工事 

(４) 須賀川市入札参加資格等審査会設置要綱（平成21年４月１日施行）に規定する須賀川

市入札参加資格審査会（以下「審査会」という。）の審議により入札方式を変更した工事 

(５) その他市長が特に認める工事 

（入札参加申込資格） 

第３条 制限付一般競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加申請者」という。）は、

次に掲げる要件に該当していなければならない。 

(１) 須賀川市競争入札参加資格登録規程（平成30年須賀川市告示第97号）第２条に規定す

る競争入札参加資格者名簿（以下「有資格者名簿」という。）に登録されている者である

こと。 

(２) 施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(３) 須賀川市有資格業者に対する入札参加資格制限に関する要綱（平成21年４月１日施

行）に基づく入札参加資格制限期間中の者でないこと。 

(４) 須賀川市内に本店又は営業所（支店）を有する者で、営業所（支店）については、有

資格者名簿に登録されている委任先であること。 
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(５) 第１号に規定する有資格者名簿に工事種別ごとに等級区分が次の格付をされている者

であること。 

工事種別 設計金額（単位：千円） 等級区分 

土木一式 

10,000以上30,000未満 Ａ～Ｃ 

30,000以上50,000未満 Ａ～Ｂ 

50,000以上 Ａ 

建築一式 
10,000以上50,000未満 Ａ～Ｂ 

50,000以上 Ａ 

舗装 
10,000以上30,000未満 Ａ～Ｂ 

30,000以上 Ａ 

水道施設 
10,000以上20,000未満 Ａ～Ｂ 

20,000以上 Ａ 

その他工事 10,000以上 Ａ 

(６) 対象となる工事種別ごとに、法第３条第１項に規定する許可を受けていること。 

(７) 対象工事に建設業法第26条の規定及びその他法令に違反しない技術者を適正に配置す

ることができること。 

(８) 過去の一定期間（原則５年間、建築一式工事及び特殊工事については10年間）におい

て、対象工事と同種の工事について、国、都道府県、政令指定都市、市町村及び公団・公

社等の特殊法人発注工事の施工実績があること。ただし、施工実績は、元請によるものと

するが、それに相当する実績を有する場合も含めることができる。 

(９) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続又は民事再生法（平成11年法

律第225号）に基づく再生手続中の者ではないこと。 

(10) 市税の滞納がないこと。 

(11) その他対象工事ごとに定める要件を満たす者であること。 

（制限付一般競争入札の公告） 

第４条 市長は、対象工事ごとに前条に規定する要件を規則第６条に規定する事項に加えて公

告するものとする。 

２ 公告は、須賀川市公告式条例（昭和29年須賀川市条例第４号）第２条第２項に規定する方

法で行うものとする。 

（設計図書の閲覧等） 

第５条 入札を執行する所管課（廨）長（以下「入札執行課長」という。）は、入札参加申請

者に対し、図面、仕様書及び現場説明書（以下「設計図書」という。）を公告の日から当該

公告において指定する日まで、市ホームページにおいて閲覧に供するとともに、必要と認め
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るときは別に指定する方法で交付するものとする。 

２ 設計図書の交付の申請は、設計図書交付申請書（第１号様式）による。 

３ 入札参加申請者は、設計図書に関して質問があるときは、公告において指定する期間内に

設計図書に関する質問書（第２号様式）を入札執行課長に提出することができる。 

４ 入札執行課長は、前項の規定により提出された質問書について、設計図書に関する回答書

（第３号様式）により速やかに回答するとともに、市ホームページにおいて公表するものと

する。 

（入札参加資格の確認申請） 

第６条 入札参加申請者は、公告において指定する日までに、制限付一般競争入札参加資格確

認申請書（第４号様式。以下「入札申請書」という。）を市長に提出し、入札参加資格につ

いて確認を受けなければならない。 

２ 市長は、制限付一般競争入札参加資格確認書（第５号様式）について、速やかに確認しな

ければならない。 

（入札参加資格審査等に関する手続） 

第７条 次に掲げる事項は、審査会の審議を経なければならない。 

(１) 工事の特殊性等から、入札方式を変更する場合 

(２) 第３条に規定する入札参加資格要件を変更する場合 

(３) その他市長が必要と認める場合 

（確認結果の通知） 

第８条 市長は、第６条第１項の規定により入札参加資格の確認をしたときは、その結果を制

限付一般競争入札参加資格審査結果通知書（第６号様式。以下「審査結果通知書」とい

う。）により入札参加申請者に通知するものとする。 

（入札参加資格を有しない者に対する理由の説明等） 

第９条 前条の規定により入札参加資格を有しないこととされた者は、公告において指定する

日までに文書によりその理由の説明を求めることができる。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに、文書により回答するものとす

る。 

（入札参加資格の喪失） 

第10条 第８条の規定により入札参加資格を有することとされた者（以下「入札参加資格者」

という。）が入札の日までに次の各号のいずれかに該当するときは、当該入札に参加するこ

とができない。 

(１) 第３条の入札参加資格に該当しないこととなったとき。 

(２) 入札申請書及びその添付書類に虚偽の記載をしたことが明らかになったとき。 

(３) 第４条の公告において定められた事項に違反したとき又は抵触することとなったとき。 

２ 市長は、入札参加資格者が前項各号のいずれかに該当すると認めたときは、当該入札参加

資格者に対し、その旨を文書により通知するものとする。 

（入札の執行） 

第11条 制限付一般競争入札の執行にあたっては、規則によるものとする。 

２ 制限付一般競争入札に参加するにあたっては、入札参加資格者は審査結果通知書を提示す

るとともに、第１回の入札に際し、入札書に記載される金額に対応した工事費内訳書（工事

執行課長指定様式）を提出しなければならない。 

３ 前項に定める要件を満たした工事費内訳書を提出しなかった場合は、失格とする。 
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（最低制限価格の設定） 

第12条 制限付一般競争入札の執行にあたっては、規則第15条第２項の規定により、最低制限

価格を設定するものとする。 

（落札者の決定等） 

第13条 落札の決定は、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格の入札者の

うち、最低価格の入札者とする。 

２ 最低制限価格より低い価格の入札をした者は、再度の入札に参加できないものとする。 

（入札の中止等） 

第14条 市長は、公正な入札が害されるおそれがあると認めるときは、入札の延期又は中止を

することができる。 

（特記事項） 

第15条 入札参加資格を開札後に確認する事後審査方式の入札に関し必要な事項は、須賀川市

事後審査型制限付一般競争入札実施要綱（令和８年４月１日施行）に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行日において、既に起工の決裁を得ている建設工事については、なお従前の

例によることができる。 

３ 平成14年５月１日施行の「須賀川市一般競争入札実施要綱」は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成19年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱施行前に公告等がされた建設工事については、なお従前の例による。 

附 則 

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成22年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成23年４月28日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成26年１月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱施行前に公告等がされた建設工事については、なお従前の例による。 

附 則 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この要綱の施行の日前に行われた公告その他の申込みの誘引については、なお従前の例に

よる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に行われた公告その他の申込みの誘引については、なお従前の例に

よる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。ただし、第４条の改正規定は、令和８年５

月21日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に行われた公告その他の申込みの誘引については、なお従前の例に

よる。 
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第１号様式（第５条関係） 
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第２号様式（第５条関係） 
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第３号様式（第５条関係） 
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第４号様式（第６条関係） 
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第５号様式（第６条関係） 
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第６号様式（第８条関係） 

 


